
様式－１

平成 年 月 日

オホーツク総合振興局

網走建設管理部用地管理室用地課長 様

住 所

届 出 者 名 称 印

担当者

電 話

公共基準点等の測量標付近での工事施工について、次のとおり届出ます。

公共基準点等番号

工 事 件 名

路 河 川 等 名

工 事 場 所

工 事 期 間

工 事 概 要

住 所

工

事 会 社 名

施

工 担 当 者 名

者

連 絡 先 電話： （ ） 内線：

添 付 図 面 位置図、平面図、断面図、引照点図

※ １ 基準点等測量標１点ごとに作成してください。

２ 工事が公共事業の場合は、「工事請負者」を「届出者」とし、「工事施工者」欄

に「工事発注者」の詳細を記入してください。



様式－３

平成 年 月 日

オホーツク総合振興局

網走建設管理部○○○○○○○○○ 様

住 所

報 告 者 名 称 印

担当者

電 話

公共基準点等の測量標付近での工事施工について、完了したので報告します。

公共基準点等番号

工 事 件 名

路 河 川 等 名

工 事 場 所

工事完了年月日

工
住 所

事

請
会 社 名

負

業
担 当 者 名

者
連 絡 先 電話： （ ） 内線：

引 継 成 果 品 施工前点検測量記録、施工後点検測量記録

※ １ 基準点等測量標１点ごとに作成してください。

２ 工事が公共事業の場合は、「工事受託者」を「報告者」とし、「工事請負業者」欄

に「工事発注者」の詳細を記入してください。

３ 届出書の受理時に配布の「点検測量実施基準」により実施した「測量記録（原本）」

を添付して下さい。（下請作業の場合は、測量作業機関等の詳細も添付のこと）



様式－４

平成 年 月 日

オホーツク総合振興局

網走建設管理部用地管理室用地課長 様

住 所

協 議 者 名 称 印

担当者

電 話

公共基準点等の一時撤去・移転について、下記のとおり協議します。

公共基準点等番号

工 事 件 名

路 河 川 等 名

工 事 場 所

一時撤去・移転

理 由

協議事項

移 転 先

※ １ 基準点等測量標１点ごとに作成してください。

２ 工事が公共事業の場合は、「工事発注者」を「協議者」とし、「協議事項」欄の

最下段に「工事請負業者名」を記入してください。（契約前の場合は入札予定日）

３ 「工事施工者」が、占用企業者の場合は、道路占用許可書等の写しを添付のこと。



様式－５

平成 年 月 日

オ ホ ー ツ ク 総 合 振 興 局 長
様

（網走建設管理部○○○○○○○○○）

住 所

申 請 者 名 称 印

担当者

電 話

下記により公共基準点等の一時撤去・移転について、次のとおり申請します。

公共基準点等番号

工 事 件 名

路 河 川 等 名

工 事 場 所

一時撤去・移転

理 由

同 上 工 事 期 間

住 所
工

事
会 社 名

請

負
担 当 者 名

業

者
連 絡 先 電話： （ ） 内線：

添 付 図 面 位置図、断面図、平面図（移転計画図を含む）

※ １ 基準点等測量標１点ごとに作成してください。

２ 工事が公共事業の場合は 「工事発注者」を「申請者」とし 「発注前」の場合は、、 、

「住所」欄に「入札予定日」等を記入してください。

３ 工事請負業者が、占用企業者の場合は、道路占用許可書等の写しを添付のこと。



様式－５の２（移転承諾願）

（ 文 書 番 号 ）

令和 年 月 日

オ ホ ー ツ ク 総 合 振 興 局 長

（網走建設管理部○○○○○○○○○）

様

住 所

申 請 者 名 称 印

担当者

電 話

下記により公共基準点等の移転について、次のとおり申請します。

移転を必要 具体的に記載すること

とする理由 例） ○○○○工事に伴う盛り土作業により埋没するため

移転する測量標 測量標の種類、等級、名称、助言番号を記載する

測量標の所在地 点の記に記載されている住所を記入

作 業 期 間 公共測量実施計画書に記載した期間と同じ期間を記載して下さい

測

住 所 測量業務を行う部署名の住所を記載して下さい

量

計

名 称 測量業務を行う部署名の名称を記載して下さい

画

機

担 当 者 名 所属、職氏名

関

連 絡 先 電話： （ ） Mail：

添 付 図 面 位置図、断面図、平面図（移転計画図を含む）

測量作業機関等の情報を記入して下さい

そ の 他 （名称、連絡先、担当者名、測量士等資格情報等）

※ １ 公共測量実施計画の１計画毎ごとに作成して下さい。

２ 移転を必要とする工事等が公共事業の場合は、「工事発注者」を「申請者」とし、

測量計画機関の記入欄に、担当する部署の情報を記入してください。

３ 測量作業機関が未定の場合は「測量作業機関未定」と記載し、後日、別途文書で

報告して下さい。



様式－６

平成 年 月 日

オ ホ ー ツ ク 総 合 振 興 局 長
様

（網走建設管理部○○○○○○○○○）

住 所

請 求 者 名 称 印

担当者

電 話

下記により公共基準点等の一時撤去・移転について、次のとおり請求します。

公共基準点等番号

公共基準点等の

設置場所の住所

一時撤去・移転

理 由

移 転 希 望 日 時

添 付 資 料 建標承諾書の写し、測量成果表及び点の記の写し

※ １ 基準点等測量標１点ごとに作成してください。



様式－８

平成 年 月 日

オホーツク総合振興局

網走建設管理部○○○○○○○○○ 様

住 所

申 請 者 名 称 印

担当者

電 話

公共基準点等の○○○○○○は、次のとおり完了したので測量成果と併せて引継ぎます。

公共基準点等番号

工 事 件 名

路 河 川 等 名

工 事 場 所

工事完了年月日

工
住 所

事

請
会 社 名

負

業
担 当 者 名

者
連 絡 先 電話： （ ） 内線：

引 継 成 果 品

※ １ 基準点等測量標１点ごとに作成してください。

２ 工事が公共事業の場合は、「工事発注者」を「申請者」とし、「工事請負業者」欄

に「工事請負者（測量作業機関）」の詳細を記入してください。



様式－８の２

（ 文 書 番 号 ）

令和 年 月 日

オ ホ ー ツ ク 総 合 振 興 局 長 様

（網走建設管理部○○○○○○○○）

住 所

申 請 者 名 称 印

担当者

電 話

測量標の移転作業が、次のとおり完了したので測量成果と併せて引継ぎます。

測 量 標 の 名 称

測 量 業 務 名

業 務 箇 所

作 業 期 間

国土地理院への 助 言 番 号：

成果提出日等 審査通知日：（国土地理院からの通知日）

測

住 所

量

計

名 称

画

機

担 当 者 名

関

連 絡 先 電話： （ ） 内線：

引 継 成 果 品

※ １ 公共測量実施計画書の１計画毎に作成し提出してください。

２ 測量成果は、国土地理院からの審査を含む、正本を提出して下さい。



所 在 地

所管部署

観測日（前） 確認日（後）

引照点 a 引照点 a

引照点 b 引照点 b

引照点 c 引照点 c

引照点 d 引照点 d

引照点 e 引照点 e

引照点 f 引照点 f

固 定 点 距離 固 定 点 距離 － －

高低差 高低差

高低差 高低差

高低差 高低差

高低差 高低差
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引照点・固定点の確認測量成果表
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基準点名

較差の制限　 距離・高低差：3mm以内、角度：10″以内

　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日
備考

　　　°　　′　　″

較差

　　　°　　′　　″

　　　°　　′　　″



別表－１

点 検 測 量 実 施 基 準 １

測量法第２４条（第３９条）の、「その効用を害するおそれがある行為」のための基準は、以下のと

おりとする。

１ 主な使用機器

北海道公共測量作業規程 第３５条（機器）により実施すること。

２ 点検測量実施者の資格等

点検測量作業の実作業を行うものは、測量法第10条の３に規定する測量業者とし、直近の５年

以内に、網走建設管理部発注の測量業務の受注実績があるものとする。

３ 観測回数と許容誤差

１級基準点の場合（TS使用時）

区 分 観測回数 許 容 誤 差

水平角 ２対回（0°90°） 倍角差15″以内、観測差8″以内

高度角 １対回 高度定数の較差10″以内

測 距 ２セット セット内の較差20mm以内、セット間の較差20mm以内

２～３級基準点の場合（TS使用時）

区 分 観測回数 許 容 誤 差

水平角 ２対回（0°90°） 倍角差30″以内、観測差20″以内

高度角 １対回 高度定数の較差20″以内

測 距 ２セット セット内の較差20mm以内、セット間の較差20mm以内



３ 観測箇所

４ 合否の判定

１級基準点及び２級基準点は測量結果の数値と、点検対象とする基準点設置時の観測記簿の数値

を比較し次の許容範囲により合否を判定する。

３級基準点は施工前の測量結果数値と、点検測量結果との比較が次の許容範囲により合否を判定

する。

区 分 許容範囲

距 離 5mm以内

水平角 5″以内

高度角 5″以内



点 検 測 量 実 施 基 準 ２

１．観測方法

引照点法と方向観測法によること。引照点・固定点の設置は下記の基準による。

２．合否の判定

工事等の着工前と完了後で比較するものとし、次の許容範囲により合否を判定する。

区 分 許 容 範 囲 摘 要

距 離 3 ㎜以内 前と後の比較

標 高（直接水準） 3 ㎜以内 引照点・固定点からの出合差

（3 ヶ所以上からの前平均と後平均の差）

方 向 角 5″以内
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